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○遊泳場指導指針
平成14年10月18日

大阪府告示第1808号

大阪府行政手続条例(平成7年大阪府条例第2号)第34条の規定により、遊泳場指導指針を次のとおり定める。

遊泳場指導指針

(趣旨)
第１条　この指針は、大阪府遊泳場条例(平成12年大阪府条例第35号。以下「条例」という。)及び大阪府遊泳場条例施行規則(平成12年大阪府規則第177号。以下「規則」という。)に定めるもののほか、公衆衛生の向上に資するとともに遊泳場における安全の確保を図るため、条例第3条第1項の許可を受けた者(以下「開設者」という。)に対し知事が行う行政指導の内容となる事項を定めるものとする。

(定義)

第２条　この指針の用語の意義は、条例の定めるところによる。
（遊泳水槽及び採暖槽等の水の遊離残留塩素濃度）

第３条　知事は、プールの開設者に対し、遊泳水槽及び採暖槽等の水の遊離残留塩素濃度を１リットルにつき1.0ミリグラム以下とするよう指導する。

（遊泳水槽の水の総トリハロメタンの濃度）

第４条　知事は、プールの開設者に対し、遊泳水槽の水の総トリハロメタンの濃度を１リットルにつき0.2ミリグラム以下とするよう指導する。

２　前項の総トリハロメタンの濃度の測定は、１年に１回以上、供用期間が通年である、又は夏期に供用するプールにあっては６月から９月までの間に、夏期以外の時期に供用するプールにあっては水温が高い時期に実施するよう指導する。

（遊泳水槽の水の温度）

第５条　知事は、プールの開設者に対し、遊泳水槽の水の温度を均一にセ氏22度以上に保つよう指導する。

（遊泳水槽及び採暖槽等の循環ろ過装置の出口の水の濁度）

第６条　知事は、プールの開設者に対し、遊泳水槽及び採暖槽等の循環ろ過装置の出口における水の濁度を0.5度以下とするよう指導する。

２　前項の濁度の測定は、１年に１回以上定期に、及びろ材の交換の都度実施するよう指導する。
（プールの水質の検査方法等）
第７条　知事は、プールの開設者に対し、規則第10条第１項各号に掲げる水質基準並びに第４条第１項の総トリハロメタンの濃度及び第６条第１項の濁度に係る検査に当たっては、次の方法により行うよう指導する。
(1) 　水素指数で示した水素イオン濃度、濁度、一般細菌、大腸菌及び総トリハロメタンの測定は、水質基準に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法（平成15年厚生労働省告示第261号）によること。
(2) 　過マンガン酸カリウム消費量の測定は、滴定法によること。

(3) 　遊離残留塩素濃度、二酸化塩素濃度及び亜塩素酸濃度の測定は、ジエチル－Ｐ－フェニレンジアミン法（ＤＰＤ法）又はこれと同等以上の精度を有する検査方法によること。
(4) 　大腸菌群の測定は、乳糖ブイヨン-ブリリアントグリーン乳糖胆汁ブイヨン培地法又は特定酵素基質培地法によること。
(5) 　レジオネラ属菌の測定は、冷却遠心濃縮法又はろ過濃縮法によること。
(6) 　試料の採水地点は、次のとおりとすること。
　　ア　遊泳水槽がEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(く),矩)形の場合は、遊泳水槽内の対角線上におけるほぼ等間隔の位置３箇所以上のそれぞれ水面下20センチメートルの地点及び循環ろ過装置の取
入口付近の地点とすること｡ただし、水質に差異がないと考えられる場合にあっては、採水地点を減らすことができる。

イ　遊泳水槽が矩形以外の場合は、矩形の場合の採水地点に相当する適切な地点とすること。

（消毒剤等の保管管理設備の施錠）

第８条　知事は、プールの開設者に対し、プールの維持管理に用いる消毒剤、測定機器等を保管し、及び管理するための設備に施錠するよう指導する。

（海水の温度等の測定）

第９条　知事は、海水浴場の開設者に対し、海水の温度及び透明度の測定をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(てい),汀)線に沿った500メートルごとの地点で実施し、流入河川等海水の温度及び透明度に著しい影響を与えるものがある場合は必要に応じて測定地点を追加するよう指導する。
附　則

この行政指導の指針は、平成二十六年四月一日から施行する。
